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障害理解をねらいとした教養科目講義を受講した
大学生の知的障害者に対する意識変容

髙橋　咲良・中野裕美子・水内　豊和
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 Practical Study at the Liberal Arts Education Class
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大学において，学部問わず受講できる教養科目において計15回にわたる障害理解を目的と
した講義を行い，受講した学生を対象として知的障害者に対する意識を明らかにするために質
問紙調査を行った。加えて，その講義を受講していない教育学部の教員免許取得を志望する学
生に対しても同じ調査を行い，それぞれの知的障害者に対する意識に違いが見られるのかにつ
いても合わせて検討した。この結果，講義を通して，障害をより身近なこと，自分のこととし
て感じるようになった学生が増えたことが伺えた。このことから，本研究における教養科目に
おいて「〇〇 × 障害」といった学生にとって親和性の高い講義のテーマ設定が，障害を身近
なこととして考える上で効果的であったと考える。また教養科目を受講した学生よりも，教員
養成学部の学生の方が障害への意識が高かった。
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Ⅰ．問題と目的 

平成24年7月に文部科学省（2012）により「共生
社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築
のための特別支援教育の推進」が示され，共生社会，
すなわち「誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い，
人々の多様な在り方を相互に認め合える全員参加型の
社会」を目指すことが課題であることが指摘されてい
る（五十嵐・村上・小野塚・西村・竹林地・谷本・若
松，2015）。また，障害者の社会参加も広がっており，
様々な環境や職場において障害者と交流する機会が増
えている。共生社会の実現へ向けて社会が変化してお
り，生涯を通じて，障害者と交流を持つ可能性が高い
環境へと変化している（縄中・水口・湯澤，2011）。
これに伴い，障害の有無によって区別されることなく，
社会生活において共生し，互いに支え合いながら生き
ていくというノーマライゼーションの理念が重要とな
る。ノーマライゼーションの理念が形成されるために
は，単に同じ場にいる共生ではなく，一人一人が正し

い障害理解の認識を持った上での共生が必要であると
いえる。

しかし，障害に関する学習経験は，小学校や中学校
の段階で行われることが多く，自己認識の発達として
重要である青年期の段階では少ない（庄司，2013）。
加えて庄司（2013）は，社会に出る前，職業等の自
己の生き方の具体的選択の段階である大学の段階にお
いて障害理解の学習を行う意義は極めて大きいと述べ
ている。こうしたことから大学生に対する障害理解教
育は重要であると言える。

大学生（以下，学生とする）を対象とした障害に対
するイメージ調査や，障害理解の程度を明らかにする
先行研究はこれまでにも多くあるが，学生への障害理
解教育の実践や，それらの内容と効果について検討し
た先行研究は少ない。村上・若松・氏間・村田・谷
本・吉利（2018）は，知的障害や発達障害に対する
理解を深めるための授業を行い，その前後において，
学生の障害や障害者に対するイメージや意識がどのよ
うに変化するのかを検討した結果，1回の授業では，
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学生の障害や障害者に対するイメージや意識に変化が
生じなかったとしている。よって1回の講義ではなく，
回数を重ねる必要性があると考えられる。また，多く
の先行研究で，学生の中でも教員養成課程に在籍する
学生を対象としており，教員養成課程の学生以外を対
象とした先行研究は少ない。教員養成課程の学生は，
介護等体験や教育実習等を通して障害児（者）と関わ
る経験が多く，障害についての知識や理解が比較的あ
ると考えられる。縄中ら（2011）も教育学部に在籍
する学生は，他学部生に比べて，障がい全般に関する
講義も多く存在しており，ほとんどの学生が履修して
いる可能性が高いため，発達障がい者に関する具体的
な知識や接触機会も豊富な環境であり，障がい教育に
関する関心も高いことが推測されるとしている。一方
で，教員養成課程の学生以外は，そのような経験や障
害に関する講義等が少ないため，多くの学生が障害に
ついて理解する機会がないと考えられる。先に述べた
ように，ノーマライゼーションの理念を形成し，共生
社会を実現するためには教員養成課程に在籍する学生
のみに留まらず，所属する学部を問わず，学生全体を
対象とした障害理解教育が必要不可欠である。

そこで本研究では，学部問わず受講できる教養科目
を受講した学生を対象とし，計15回にわたる障害理
解に関する講義を行い，その講義の成果を明らかにす
ることを目的とする。加えて，その講義を受講してい
ない教員養成課程に在籍する学生に対しても同じ調査
を行い，それぞれの知的障害者に対する意識に違いが
見られるのかについても合わせて検討する。なお，学
生を対象とした障害理解に関する先行研究の多くが，
障害種として発達障害を取り上げており，知的障害を
取り上げた先行研究が少ないため，本研究では知的障
害を取り上げることとする。

Ⅱ 方法

1．対象
北陸地方の総合大学であるZ大学の学生を対象と

し，2019年度の前期科目の時期に行った。教養教育
は，1年生を対象に，担当教員がその専門分野を初学
者にわかりやすく講義するものであり，履修者の所属
は，医学部，工学部，理学部，人文学部，経済学部，
芸術学部と多岐に渡っていた。また比較対象として，
教員養成学部における1年生向けの教員免許取得希望
者の必修科目である特別支援教育に関する基礎理論科
目の履修者を選定した。
2．内容

教養教育の授業の内容については，毎回知的障害も
しくは知的障害を伴う発達障害を扱いつつも，「〇〇 
× 障害」といった受講する1年次の学生にとって興
味関心が高く，親和性の高い講義のテーマ設定となる
よう，筆者たちで内容を精選した。授業内容を表1に
示す。

質問紙調査の内容は，無記名であり，①生川・那須
（2002）が作成した知的障害者に対する大学生の意識
や態度を問う20項目5件法（反対，やや反対，どち
らともいえない，やや賛成，賛成にそれぞれ1 ～ 5点
とする）による質問項目と，②「自分にとって知的障
害児・者は，　　　？」という自由連想により意識を
尋ねる記述式の質問項目とからなる。
3．手続き

教養教育受講者群には講義初回の説明時（以下，教
養前とする）と，全15回の講義終了時（以下，教養
後とする），教員養成学部の学生（以下，教育とする）
には，講義の初回時に本調査を実施した。

なお，本調査の回答の有無や内容が成績や出席には
影響しないこと，無記名で実施すること，データは統
計的に処理されることを調査実施時に口頭と文書によ
り説明した。

表 1　実施した教養教育の講義内容
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4．分析方法
2年生以上の履修者は分析から除き，回収数は教養

前71名，教養後71名，教育55名であった。数値デー
タは統計的に処理された。5件法による質問項目につ
いては，因子分析による因子抽出後，教養前，教養後，
教育の3群について，一要因の分散分析を行った。

自由記述については，KH Coderを用いた分析によ
る頻出語ならびに共起ネットワークから，各群ごとの
知的障害者へのイメージを生成した。単語から再度文
章を構成する際には，客観性を保つため複数人で分析
を行った。

Ⅲ．結果と考察

1．知的障害者に対する学生の意識構造
知的障害者に対する学生の意識構造について，因子

分析（主因子法，バリマックス回転）を行った結果，
表2に示すように，「自身と知的障害者との関わり」「知
的障害者の能力」「知的障害者と社会との関わり」と
いう3因子で解釈することが妥当であった。3因子の
累積寄与率は60.00%であった。
2．群間での意識の違い

因子ごとに教養前，教養後，教育の3群をそれぞれ
従属変数とする一要因の分散分析，ならびにFisherの
最小有意差法による多重比較を行った。結果を表3に

表 2　知的障害者に対する大学生の意識構造

表 3　因子ごとによる各群の意識得点の比較
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示す。
（1）因子 1：自身と知的障害者との関わり

教養前群と教養後群とでは教養後群の方が得点が高
く，群間に有意差が見られた。講義を通して自身と知
的障害者との関わりについての意識は高まったと考え
られる。また，教養前群と教育群，教養後群と教育群
の双方において教育群の方が得点が高く，有意差が見
られた。自身と知的障害者との関わりについての意識
は，教養の授業を受講した学生たちより，元々高いこ
とが示された。

（2）因子 2：知的障害者の能力
全体的に知的障害者の能力に関する意識の得点は高

く，肯定的に認知していることが示された。その中で
も，教養前群と教育群とでは教育群の方が有意に高
かったものの，教養後群と教育群とでは有意差が見ら
れなかった。このことから，講義を通して教養の授業
を受講した学生たちの知的障害者の能力についての意
識が，教育群の学生らと同程度まで高まったと考えら
れる。

（3）因子３：知的障害者と社会との関わり
教養前群と教育群，教養後群と教育群では，ともに

教育群の方が得点が有意に高かった。よって，教育群
の学生たちの知的障害者と社会との関わりについての
意識は，教養の授業を受講した学生たちよりも元々高
いことが示された。
3．知的障害者に対する学生のイメージ

KH Coderを用いた共起ネットワークならびに頻出

語句の分析から，各群の知的障害者に対するイメージ
について以下のように描写された。

（1）教養前群の知的障害者に対するイメージ（図 1）
知的　障害児・者と　今まで関わる 機会がなく，

身近に　感じる　存在ではない。彼らは，周囲の人か
らの支援が必要や，困難の多い 生活をしているとい
うイメージがある。だから知的　障害児・者のことを
社会全体で理解したり，支援したりする必要があると
思う。しかし，どう接すれば良いかわからなかったり，
どのような支援が必要かわからなかったりするため，
知的　障害児・者と関わることに抵抗を感じる。

（2）教養後群の知的障害者に対するイメージ（図２）
講義を受ける前と比べて（比べる）， 知的　障害者

は身近な存在だと感じるようになった。ハンデはある
が，得意なこともあれば不得意なこともある, 私たち
と変わらない（変わる），普通の人だと思った（思う）。
また，社会の一員であり，社会にとって必要な存在だ
と思った（思う）。そして家族だけでなく，周囲の人
たちで障害者を支援していける社会になれば良いと思
う。

（3）教育群の知的障害者に対するイメージ（図３）
知的　障害児・者は，知能の発達に遅れが見られ（見

る），日常生活の中で困難なことや苦手なことがある
人たちである。今まで関わった（関わる）ことがなく，
身近な存在ではないため，どのように接すれば良いか
がわからない。しかし，今後関わる　機会が増えると
思うので，適切な支援ができるように，知識を身につ

図 1　教養前群の知的障害者に対するイメージ
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け，知的　障害について理解したい。

Ⅳ．総合考察

本研究は，教養科目を受講した学生に向けた障害理
解に関する講義の成果，および教員養成学部学生の障
害理解の程度について明らかにすることであった。

恣意的・主観的となることを極力回避するべく，一
元配置分散分析，計量テキスト分析を行った。その結
果，教養科目を受講した学生に向けた障害理解に関す

る講義の成果については，数量データならびに質的
データの双方から一定の成果が示されたと考えられ
る。以下，大学生における障害理解の様相と，障害理
解を促進するための授業のあり方について，2つの観
点から考察する。
1．「〇〇 × 障害」といった講義内容

本研究で対象とした教養科目の講義は全15回で構
成されている。各回ごとに「映画×障害」，「絵本×障
害」，「音楽×障害」などといったように「〇〇 × 障害」

図 2　教養後群の知的障害者に対するイメージ

図 3　教育群の知的障害者に対するイメージ
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をテーマに講義を行った。これらのテーマ設定は，講
義を受講する学生にとって身近な事象を切り口に障害
について考えることで，障害を自分とは関係無いもの
ではなく，身近なこと，自分のこととして考えられる
ようにといったねらいをもって設定された。

講義前の自由記述からは，知的障害児・者に関して
「今まで関わる機会がなかった」，「身近に感じる存在
ではない」，「どう接すれば良いかわからない」等の記
載が多く見られた。しかし，講義後の自由記述では，
知的障害児・者に関して「身近な存在だと感じるよう
になった」，「私たちと変わらない」，「社会の一員」等
の記載が多く見られた。数量的分析の結果からも，因
子１（自身と知的障害者との関わり）において講義前
に比べて講義後の方が得点が有意に高くなるほど意識
の変容が見られた。講義前，因子１は，因子２（知的
障害者の能力）・因子３（知的障害者と社会との関わ
り）に比べ，得点が最も低かった。

因子２・因子３は講義前より平均値が高かったこと
から，知的障害者の能力や社会への関与については
元々肯定的であった。特に因子３の結果は，生川ら

（2001）の「障害者の環境整備や障害者に対する社会
全体の責任などのような，理念的総論的な内容におい
ては，得点が高い傾向にある」とする先行研究と同じ
結果であった。一方で，自身が知的障害者と関わると
いった点に関しては比較的消極的であることが明らか
となった。しかし教養教育のこの講義を通して，比
較的得点が低かった因子１の項目における意識が高
まった。

以上より，本講義を通して，受講した学生たちは，
障害をより身近なこと，自分のこととして感じるよう
になったことが伺える。このことから，「〇〇 × 障害」
といった，学生にとっても親和性の高いテーマ設定が，
障害を身近なこととして考えるために効果的であった
と考える。
2．教養科目を受講した学生と教員養成学部学生との
意識の違い

教養科目を受講した学生の中には様々な学部生がお
り，将来の就職先も様々である。一方教員養成学部で
今回の調査対象となった学生は，将来教員や対人援助
に携わるような職を目指している者が比較的多い。す
なわち障害児・者と関わる機会が多かったり，これか
ら先関わる可能性が大きかったり等，障害について考
える機会が他学部生よりも多いことが考えられる。事
実，教員養成学部の学生の自由記述に基づく共起ネッ
トワークからは，「支援」，「学校」，「発達」等の単語が，

教養科目を受講した学生に比べ多かった。また実際の
自由記述からも，「知的障害児・者は知能の発達に遅
れが見られる」等，知識的な理解を述べる記載も多く
あった。数量的分析では，因子１，因子２，因子３ど
の項目の得点の平均値も，教養科目を受講した学生群
に比べ，教員養成学部学生群の方が高かった。よって，
教養科目を受講した学生よりも，教員養成学部の学生
の方が，元来，障害への意識が高いと考えられる。
（3）本研究の限界と今後の課題

障害理解を志向した教養教育の講義が受講者の意識
変容にもたらした成果は，以上の結果より，十分にあっ
たと考えられる。一般に，大学の教養教育において，
現状として障害について取り上げた講義内容が少ない
中，今回の講義は有意義なものであったと言えよう。

しかし，今回の講義では知識的な理解に留まり，体
験的な理解には及ばない。今回の講義を通して，「実
際に関わりたい」，「関わることが必要だと思う」とい
う自由記述への記載が多く見られたが，実際にはその
ような機会がほとんど無いのが現状である。知識的な
面で理解することももちろん重要であるが，それだ
けでは根本的な理解には繋がらないと考える。中村

（2011）は「障害に関する専門的な知識の獲得のみを
目的とした授業では，学生にとっては自分たちとは異
なる存在として障害が理解されてしまうことが多く
なってしまうのではないか。そして，障害を学生自身
の障害を伴う人との関係性の中で捉え，考えるという
プロセスが必要であり，第三者的な知見を取得するだ
けで終えないような講義・演習が大学教育には必要で
ある」と知識のみの障害理解教育による問題を指摘し
ている。このように，真の意味で障害を理解するため
には，単に知識的な面だけではなく，実際に関わり合
う経験が必要不可欠であると考える。

このことは，教員養成学部の学生にとっても同じこ
とが言える。教員養成学部の学生に関しては，より知
識的な理解を身につけることと，実際に関わり合うこ
との，どちらもが重要となってくる。将来，教員や対
人援助に携わる仕事に就き，障害児・者と関わること
になる人が多いにも関わらず，現状の教員養成カリ
キュラムにおいては，障害について学ぶ講義が少ない
のが現状である。2019年度よりようやく教員免許取
得のために特別支援教育の基礎理論に関する授業が2
単位分必修科されたものの，数少ない講義の中で得ら
れる知識は限られており，知ったつもり，理解してい
るつもり，になってしまう恐れは否めない。本調査の
結果からは，教養科目を受講した学生よりも数値上の



－17－

意識は高く見られたものの，自由記述からは理解が
伴っていない記載も多々見られた。教員養成学部の学
生は，実際に関わり合うといった点に関しては，介護
等体験や教育実習などで関わる機会が他学部生に比べ
多いと言える。しかし，十分な理解の上で介護等体験
や実習を行うことが大切であるにも関わらず，現在の
カリキュラムでは十分な理解を伴わないまま，介護等
体験や教育実習を行っている実態がある。教員養成学
部における教員養成のカリキュラムは，知的障害はも
ちろんのこと，現代的ニーズである発達障害も含めて，
様々な障害に関する講義機会や内容の充実を図り，実
際に関わり合う機会をもつことで深い障害理解が生ま
れるように，本調査の結果からもさらなる検討が必要
ではないかと考える。

以上から，障害について知識的な面からの理解，実
際に関わる経験を通しての体験的な理解が，正しい障
害理解を促すために必要なのではないだろうか。教養
科目を受講した学生と教員養成学部学生の双方の自由
記述に「実際に関わりが無いからわからない」といっ
た記載が多く見られた。このことは大学生時代だけで
なく，今までの関わった経験が障害理解を左右するこ
とを意味する。よって，障害児と健常児を切り離して
行う教育ではなく，共に学び合うインクルーシブ教育
のあり方が問われていると言えよう。

附記

本研究は，2019年度に通年で第３筆者が行う特別
支援教育に関する専門科目「特別研究」において，特
別支援教育を専攻する学部学生である第1筆者と第2
筆者とともに実施したものである。本論中に示す教養
教育の講義の実施，調査データの統計的分析は第3筆
者が行い，データの入力作業ならびに本論の方法部以
外の執筆はすべて第1筆者と第2筆者が行った。
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